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　1　はじめに
　本稿は，2025年頃から2040年頃にかけての大都
市部の人口の超高齢化の姿を，国立社会保障・人
口問題研究所の地域別推計データに基づいて概観
し，合わせて超高齢者の医療・介護の姿の今後の
展開を考え，それに伴う大都市部の住宅事情の見
通しを展望する。
　一見すると医療・介護の見通しは，住宅政策と
は関わりがないように見えるが，これらが密接に
関わっていることを示すのが，本稿の最も大きな
目的である。本稿で問題提起し，検討する課題は，
「時代を先取りした」と自負するテーマである。
こう言えば聞こえはいいが，言い方を代えれば現
在の多くの国民の意識から推測すると，かなり「先
走った」議論であると思われる。
　たとえば今後，超高齢社会が実現することが確
実な社会で，急増すると思われる認知症への対応
という課題は，多くの国民がそれを真正面から見
据えたくない課題かも知れない。しかしながら，
仮に画期的な認知症治療技術が発見されたとして
も，その実用化に要する時間を考えれば，一気に
解決することができず，たとえば認知症の人々を，
どこでケアしていくかという問いに，目を背ける
ことはできない。これは，ある日突然に対応する
よりも，着実に少しずつ対応が迫られる課題であ
る。人々の価値観の転換次第でその姿が異なり，
街の作りや住宅のあり方の変更の可能性によって
も，そのあるべき対応が異なるからである。
　特に，この点は，今後超高齢者が激増する大都
市部において，より真剣に検討すべき課題である。
　以下では，まず次節で大都市部の超高齢化の見
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通しを明らかにし，さらにその後大都市部におけ
る医療・介護のあり方を論じ，これらを踏まえて
最後に住宅政策のあり方を議論することにする。
　ただし最初に本稿の視野の限界をあらかじめ明
らかにしておきたい。以下では社会保障政策とし
ての住宅問題，住宅政策は，あまり詳しく触れな
い。これは他の研究に譲りたい。たとえば白川
[2014]，特に第一部第1章「社会保障政策と住宅
政策の関係性」，2章「住宅政策の沿革と課題」が，
この点の適切な要約をしている。そこでは救貧政
策，社会保障政策という観点からの住宅政策が検
討される。
　本稿では，こういった観点も視野におきつつ，
もう少し広い観点からの議論を進めたい。それは，
一般的に理解されている住宅困窮者だけでなく，
住居を所有する，いわば多くの中産階級に対して
も，住宅政策の関与が求められるという問題意識
にたっての議論である。
　特に大都市部においては，住宅は単に居住のた
めのものであるだけにとどまらず，重要な「資産」
として機能している。そうであるがゆえに，その
資産価値の変動は，多くの大都市住民の住居地の
移動性，住居の可塑性の妨げになっているという
現実に焦点をあてたい。人々が，たとえば住宅を
借家として利用していれば，必要に応じて適切に
移住することはそれほど困難なことではない。し
かし「資産としての住宅」はしばしば移動を妨げ
る。資産価値の不確実性という，予測困難な課題
がつきまとうからである。
　居住と資産という両面を持つ住宅の形成が，い
つ頃から日本で形成されたかも含めた，より広範
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囲な視野からの鳥瞰図を示してくれる労作は，す
でに存在する。それは，祐成[2014] である。同書
は，過去100年ほどの，日本の住宅政策を回顧し
ながら，長期の歴史的視野から問題の所在を明ら
かにしている。
　本稿では，そこまで広い視野からの文化的，歴
史的，社会的考察を行うわけではない。むしろ本
稿の視点は，経済的な視点に絞ったものである。
しかしながらこういった観点を加えることによ
り，優れた前掲二著の，社会保障の視点，社会学
的考察に，より深みを与えることになると信じる。

　2　大都市部の人口の超高齢化
　現在日本は，65歳以上人口の総人口に占める比
率で比較した場合，世界で最も高齢化の進んだ国
である。特に注目すべきは，今後さらに高齢化が
進む一方で，総人口が減少していくという点であ
る。
　ここ数年,日本ではこのような問題意識ととも
に，地域別の高齢化・人口減少が注目されるよう
になってきた。地域別に見た場合，人口減少と超
高齢化は必ずしも，全国で比例的に進むわけでは
ない。
　まずこの状況を見てみよう。なお，以下では高
齢化の指標を従来の65歳以上人口でとるのではな
く，75歳以上という指標で示す。そして便宜的に
75歳以上の高齢者を「超高齢者」と呼ぶことにす
る。これは学問的な慣用語ではないことを断って
おく。
　人口減少地域では，現在すでに高齢化のスピー
ドは鈍り始めている。他方で今後，これまで人口
集中が著しかったところで急速な高齢化が進む。
以下のこの点を都道府県別データと市町村別デー
タで示す。
　表1は，データの入手可能な2014年から，2025
年までに75歳以上人口の絶対数の増大数の大きい
順に都道府県を並べたものである。2014年〜
2025年の11年間に，東京都全体では，75歳以上人
口が約60万人増加する。伸び率では46％の増加で
ある。伸び率からみると最も著しい都道府県は，
埼玉県，千葉県であり，それぞれ71％，70％の増

加率である。
　これらの都道府県では，75歳以上人口が50万人
近く増加するわけで，増加数の絶対値から見ても
伸び率のいずれから見ても，行政施策として考え
た場合，相当思い切った政策の転換が求められる
と考えてよい。この種の議論を行うときに，数値
を絶対数で示すのと，「伸び率」で示すのとのど
ちらが適切であるかは，議論のあるところである
が，行政施策という観点からは，絶対数での伸び
が適切であると思われるので，以下では主に絶対
数の増加で議論する。
　なお，2025年から2035年にかけては，その増加
数はかなり鈍化する。この10年間では，その前の
10年（11年）と比べて，増加数は10％程度となる。
これはひとえに「団塊の世代」と言われる年齢層
の大きさが原因している。
　次にもう少し細分化し，市町村単位での動向を
見る。表2では，国立社会保障・人口問題研究所
の地域別人口推計に基づく，2015年と2025年推計
値の比較を行う。（本稿執筆時点では，2015年1月
時点の住基台帳のデータは入手可能でないので，
2015年の人口は同推計に基づいている。）
　表2では，2015年の人口10万人以上と推計され
る市町村に限定し，75歳以上人口に関して，2025
年までの増加数および増加率の高い市区町村を高
い順に並べた。これによると，東京都の周辺の市
町村，すなわちさいたま市，千葉市，横浜市など
での増加が最も激しい。伸び率から見ても埼玉県，
千葉県，神奈川県の主な市区町村の増加率がきわ
めて激しい。
　東京都の23区，市部では，これらの周辺市と比
べて若干遅れて75歳以上人口が増加する。東京都
とそのほかの首都圏との違いは，一部の東京都の
市部を除けば，次のような理由によるものと思わ
れる。それはいわゆるアーバン・スプロール化現
象により，主に団塊の世代が，高度成長期に郊外
に住宅を求めて，一斉に住居を保有するように
なったことが原因となっている。
　これに対して，東京都23区では，一部の区を除
いては，住民の年齢構成が，郊外と比べてさほど
急速に宅地開発が行われなかったことが原因して
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表1　75歳以上人口の増加数が多い都道府県（2014年〜2025年および2035年）
都道府県名 2014 2025 2014−2025 2035 2025−2035

合計 15,367,772 21,785,638 6,417,866 22,454,392 668,754
東京都 1,351,799 1,977,426 625,627 2,028,201 50,775
神奈川県 902,033 1,485,344 583,311 1,540,445 55,101
大阪府 952,513 1,527,801 575,288 1,479,034 −48,767
埼玉県 686,267 1,176,765 490,498 1,205,036 28,271
千葉県 635,749 1,082,206 446,457 1,108,538 26,332
愛知県 742,512 1,165,990 423,478 1,186,969 20,979
兵庫県 663,418 966,343 302,925 976,744 10,401
北海道 726,659 1,024,035 297,376 1,077,046 53,011
福岡県 594,877 869,363 274,486 934,610 65,247
静岡県 469,939 654,598 184,659 671,297 16,699
京都府 315,824 483,506 167,682 476,809 −6,697
広島県 361,270 516,240 154,970 524,434 8,194
茨城県 341,514 493,012 151,498 527,965 34,953
宮城県 281,387 384,733 103,346 431,830 47,097
群馬県 248,177 343,916 95,739 354,878 10,962
岐阜県 264,893 358,848 93,955 359,462 614
栃木県 230,546 322,360 91,814 354,530 32,170
奈良県 171,036 253,921 82,885 254,426 505
岡山県 264,906 345,904 80,998 343,293 −2,611
新潟県 351,648 426,909 75,261 443,029 16,120
三重県 239,174 314,355 75,181 316,119 1,764
長野県 319,599 391,701 72,102 391,866 165
滋賀県 151,760 223,662 71,902 241,081 17,419
福島県 281,406 344,208 62,802 375,382 31,174
石川県 146,364 207,554 61,190 210,900 3,346
山口県 221,867 278,089 56,222 269,007 −9,082
熊本県 268,541 321,053 52,512 345,444 24,391
愛媛県 212,209 263,682 51,473 266,966 3,284
富山県 154,566 205,546 50,980 199,943 −5,603
沖縄県 136,592 181,377 44,785 230,670 49,293
大分県 178,800 221,782 42,982 228,610 6,828
長崎県 209,497 252,272 42,775 270,269 17,997
青森県 195,468 237,096 41,628 248,297 11,201
香川県 142,063 183,452 41,389 185,003 1,551
宮崎県 167,166 204,986 37,820 220,904 15,918
和歌山県 148,301 183,735 35,434 179,425 −4,310
鹿児島県 262,334 294,735 32,401 323,101 28,366
山梨県 116,598 148,576 31,978 155,459 6,883
福井県 111,676 142,747 31,071 148,074 5,327
岩手県 203,506 234,263 30,757 242,431 8,168
徳島県 118,169 146,009 27,840 150,081 4,072
佐賀県 116,796 142,515 25,719 155,222 12,707
高知県 123,397 148,849 25,452 146,078 −2,771
山形県 186,946 206,772 19,826 217,810 11,038
秋田県 186,771 205,417 18,646 210,715 5,298
鳥取県 88,596 104,817 16,221 110,048 5,231
島根県 122,643 137,168 14,525 136,911 −257

（資料）「住民基本台帳年齢階級別人口」（平成26年1月1日現在）および国立社会保障・人口問題研究所「地域別将来推計人口」

いる。とりわけ団塊の世代の集中的な住宅保有と
いう現象が，現在の年齢構成の偏りを生み，今後
の著しい超高齢化となって現れると思われる。

　以上は人口の年齢構成の特徴であるが，これに
加えて，高齢単身世帯の激増という現象が見込ま
れる。東京都区部に関して言うと，65歳以上の高
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齢単身世帯数は2010年の約47.1万世帯から，2030
年には約65.3万世帯になるものと推計される。75
歳以上に限定して見ると，2010年の約24.4万世帯
から2030年には約37.5万世帯に増加する。
　この，高齢者のみの世帯の急増は，首都圏の周
辺地域でも起きているが，その伸び率は東京都23
区で，東京都全体より著しい。また高齢者単身者
数全体の，高齢者数全体に対する比率は，東京都
全体での方が，千葉県，埼玉県，神奈川県よりも
高い比率となっている。23区で著しい。
　なお，近年地方の人口減少の深刻さを訴える世
論の高まりにつれて，大都市圏から地方への移住
の可能性を促進する見解が生じるなか，たとえば
東京圏から地方への移住志向に関する調査が行わ
れている。（『東京在住者の今後の移住に関する意
向調査』）これによると，全体として4割の被調査
者，特に関東圏以外の出身者の約5割が，移住す
る予定があるか，あるいは検討しているという。
ただ，この結果を年齢別に見ると，20歳代30歳代
の若年者に関して，その比率が高く，年齢ととも
に低下するので，上記の75歳以上の高齢者の人口
推計結果にはあまり変化がない可能性が高い。

　3　医療と介護
　大都市圏では，そのほかの地域と比べて医療・
介護の供給は質量とも恵まれている。人口あたり
あるいは高齢者一人あたりの医療施設数，病床数，
医師数，介護施設数，いずれをとっても全国平均
を上回っている。ただし正確に言うと，東京都の
周辺県（千葉県，埼玉県など）では，医師数や病
床数が全国平均以下となっている。
　患者が，医療機関を求めて移動しやすい状況で
は，この状況が事態を深刻化させることは少ない
が，救急を要する医療やいくつかの医師が極端に
不足する診療科では，この状態が深刻な問題を引
き起こす。すべての疾患ではないものの，大部分
の疾患に関しては，適切な診療を行う場所は，住
民の居住地から，地域的に限定された場所でしか
診療できない。
　こういった事態は，高齢化が進むと，ますます
深刻になる。超高齢者になると移動が制限され，

表2　75歳以上人口の増加数（推計）が多い市町村
2015年 2015−2035年

横浜市 427,555 226,648
大阪市 339,804 98,053
名古屋市 275,380 111,131
札幌市 237,859 169,246
神戸市 208,045 91,405
京都市 197,909 75,986
福岡市 152,495 111,348
北九州市 142,873 44,827
広島市 134,610 81,377
さいたま市 126,829 75,313
千葉市 115,680 70,894
仙台市 113,455 81,906
新潟市 108,900 41,789
浜松市 104,745 41,109
堺市 99,807 38,069
静岡市 97,188 26,501
世田谷区 91,113 34,864
熊本市 90,560 41,325
岡山市 85,000 32,406
練馬区 84,998 56,847
足立区 81,280 15,043
大田区 75,682 26,229
鹿児島市 74,871 37,573
相模原市 74,132 52,538
杉並区 73,450 25,490
八王子市 65,275 35,042
松山市 64,963 28,993
長崎市 64,590 20,520
江戸川区 64,231 20,707
船橋市 63,719 32,346
板橋区 63,137 22,035
東大阪市 62,999 21,094
福山市 60,019 26,061
姫路市 59,865 19,818
倉敷市 58,954 23,415
富山市 57,832 17,802
松戸市 56,273 32,762
横須賀市 56,123 12,696
川口市 55,686 23,842
宇都宮市 55,248 33,375
金沢市 55,149 27,458
高松市 55,145 22,046
尼崎市 55,125 11,283
大分市 54,764 35,151
長野市 54,581 13,846
岐阜市 53,846 12,494
旭川市 52,518 18,861
葛飾区 52,374 9,526
和歌山市 51,974 11,297
西宮市 51,511 25,660
町田市 51,033 23,718
宮崎市 50,377 28,037

資料出所：表1に同じ
（注）2015年推計値5万人以上をとった。
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外来診療さえ容易に受けることができなくなるか
らである。従って大都市圏でさえ，医療・介護を
受ける機会が恵まれているという意識は変更を迫
られる。
　超高齢者の人口が激増する地域においては，こ
の点はより深刻になる。（財)森記念財団　都市整
備研究所は，平成24年時点で，東京都23区に関し
て，2010年の値をもとにして，2030年の患者数を
予測している。（『2030年の東京Part 2 超高齢社会
の暮らしと街づくり編』）これによると高齢入院
者数は，2010年の4.8万人から2030年には5.5万人
に（13.2％増），高齢外来患者に関しては，2010
年の18.7万人から2030年の21.8万人（16.6％増）
となる。そして同報告では，入院病床数はほぼ足
りているとし，外来に関しては，江東区などの7
区で拡充が必要であるとしている。
　この値はあくまで単純な外挿によるものである
が，この「単純な外挿」という観点に絞っても，
いくつかの意味で問題がある。一つは65歳以上の
高齢者数を一括してとらえた外挿であり，超高齢
化するという現実をとらえていない。近年の入院
者数は，60歳代後半とたとえば90歳代と比較する
と，後者は人口あたりで1.3倍程度になっており，
この意味で超高齢化というほぼ確実な予測を踏ま
えた場合，過小評価である。
　またこの予測は，急性期の患者，慢性期の患者，
またその中間的な患者といった，疾病の症状の差
異を考慮しないものとなっている。もし医療機関
が，こういった種類の患者の違いに応じて，提供
する医療の転換を行うのであれば，医療提供施設
と患者とのマッチングが行われるが，東京都には
大学病院などの教育病院が多いために，このこと
が容易ではない。
　また同報告者は，介護施設についても単純な外
挿による推計を行っている。介護施設数に関して
は，医療施設より深刻な姿が浮かび上がる。23区
の要介護認定者数が，単純に現在との高齢者に対
する比率に変化なく増加するとして，2010年の
29.1万人から2030年には41.2万人となると予測し
ている。このうち軽度の要介護認定者数は，17.6
万人→24.8万人，重度の要介護認定者数に関して

は，11.5万人→16.4万人と激増し，重度要介護認
定者のための介護施設は12.1万人も足りなくなる
と予測している。
　これらの予測値はいずれも，要介護者数の高齢
者に対する比率が，70歳代と90歳代とで著しく異
なることを考慮していない。従って先の医療施設
の患者数の予測と同様，外挿値で見た場合，かな
りの過小評価になっている。
　以上は東京都23区に限定した予測値である。先
に述べたように，23区外の東京都や埼玉県，千葉
県，神奈川県などは，さらに超高齢化の進み方は
著しいので，全体として大都市部の医療・介護需
要は，このまま進めばかなり深刻な事態を招く。
この点は首都圏に限らず，近畿圏，名古屋市を中
心とする愛知県に関しても同様に当てはまる。
　それでは今後の医療・介護のあるべき姿は，ど
のようなものであろうか。
　厚生労働省は，2013年5月に，「都市部の高齢化
対策に関する検討会」を開催し，以上のような事
態を踏まえて同年9月に「都市部の強みを活かし
た地域包括ケアシステムの構築」と題する報告書
を提出した。
　同報告書は『社会保障制度改革国民会議〜確か
な社会保障を将来世代に伝えるための道筋〜』を
踏まえて，「病院完結型」から「地域完結型」の
医療・介護に転換することの必要性を謳った。こ
の要因は疾病構造の変化，患者・利用者のQOL
の維持・向上を目指すという理念に即したもので
あり，特に都市部については，次の点を強調して
いる。
（1）医療に関しては，急性期に比して，回復期・
慢性期の受け皿が少ないので，病院・病床機能の
分化・連携を進めること
（2）在宅における医療・介護の充実を含めた地
域包括ケアシステムの充実を図ること
　この報告では，より焦点を絞って，特に大都市
部で求められている，在宅での医療・介護の充実
に関しての提言を行っているが，ここではこの詳
細は省略することにし，同報告書で触れられてい
る「住宅」のあり方を見てみよう。この内容は「住
まいの新たな展開を図る」という節でまとめられ
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ているが，そこでは次の6つの項目が掲げられて
いる。
（1）多様な住まい・住まい方の実現
（2）入居者のニーズに応じた住まい
（3）医療・介護サービスとの連携
（4）サービス付き高齢者住宅の住所地特例
（5）既存インフラの有効活用
（6）多世代共生の住まい方
　見出しだけでは自明のことに見えない項目もあ
るので，若干の補足を加える。
（1）は介護が必要となった場合や，事前にそれ
に備えて，家計が許すならば，住宅改修などを行っ
て介護環境を整えることを求めている。また可能
であれば，同趣旨のもとで，適宜住み替えを行う
ことも求めている。一例として「サービス付き高
齢者住宅」や「有料老人ホーム」への住み替えも
視野に入れるが，住み慣れた地域で暮らし続ける
ことへの期待が示されている。
（2）は所得や世帯構成に応じた住み替えの候補
施設についての情報の提供を求めている。
（3）の表現はいうまでもないことであるが，こ
こでは特に行政や施設提供者に対する要望が中心
となっている。大規模団地の再開発などを含めて，
街づくりと一体化して施策を展開し，それが介護
サービスの提供などと連動することを求めてい
る。
（4）は，介護保険者（市町村)をまたがって住居
を移動するときに生じる，保険者間での負担の公
平をどのように維持するか，介護保険と医療保険
との制度間で生じる負担の公平性を検討すること
が求められている。
（5）では，高齢者の介護や医療を地域で充実す
るに当たり，空き家や小学校跡地などの各種イン
フラの有効活用を求めている。さらに社会福祉法
人よる居宅サービスの積極的な展開も求めてい
る。これは従来の社会福祉法人が，施設サービス
に偏っていることを踏まえて提案である。
（6）では，高齢者の住生活が，高齢者のみの世
帯で偏って住まうことのないよう，子育て世代な
ども含めた多世代の共生を図ることになるよう努
めることが求められている。

　全体として，この報告書では，折に触れて「地
域コミュニティ」のつながりを強化することの必
要性が意識されていることも特徴である。大都市
部において近隣とのコミュニケーションが希薄に
なり，そのことが効率的なケアの提供の妨げと
なっていることが，強く意識されている。

　4　住宅のあり方と日本の住宅政策の回顧
（1）持ち家政策と社会保障
　前節で予告したように，今後の都市部における
超高齢化に対応するためには，住宅のあり方を検
討することが不可欠である。この重要性を，大別
して二つに分けて整理したい。一つは，個々の住
宅の内部のあり方であり，いま一つはより広く住
宅を取り囲む街のあり方である。この後者の点は，
むすびで述べることにする。
　前者に関しては次の二つの論点がきわめて重要
である。一つは，すべての国民に住居を保障する
という基本的人権を実現する手段に関することで
ある。いま一つは，国民のかなりの割合の人々が，
資産として考えてきた持家が今後その機能を発揮
できるかという論点である。これまで，社会保障
論としてはこの前者のみを扱ってきた。もちろん
この論点は最重要の課題である。しかしながら，
後者の議論も無視できないという観点から，その
根拠を述べる。

（2）住宅は今後資産として維持できるか
　首都圏白書平成25年版（図表1-4-2）によると，
たとえば東京都では，昭和55年以前の旧耐震基準
で建てられたもので，鉄筋・鉄骨コンクリート，
3階建て以上の共同住宅，いわゆるマンションが，
70.3万戸と東京で突出して多い。（神奈川で27.2万
戸，千葉で19.8万戸，埼玉で14.9万戸，それ以外
の首都圏では，茨城で3.1万戸，群馬で1.5万戸と
桁違いに少ない。）
　この老朽化したマンションの占める比率は，東
京都では全体の24.7％を占める。東京都のそれが，
突出して老朽化しているのであるが，それ以外の
地域でも，日本全体で，住宅の老朽化はかなり進
んでいる。全国平均で見ると，マンションに限定
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しない全体の持家数は，約3,000万戸であるが，
そのうち37.1%は，やはり昭和55年以前の建築に
なるものである。
　このことは単に住宅のみならず，橋梁，高速道
路などの公共施設についてもあてはまる現象であ
るが，賃貸住宅と異なり，持家住宅の老朽化の持
つ意味は大きい。
　総務省の「住宅・土地統計調査」（平成25年）
によると，年齢階級別に見た持家世帯率（家計を
主に支える者の年齢階級別持家率）は，40歳代か
ら急速に上昇し，75歳以上に関しては，81.5％に
達している。そしてこれらの値は，三大都市圏に
限定しても，全国平均とあまり違いがない。従っ
て大都市圏においても，持家住宅に居住する高齢
者世帯は，全体の高齢者世帯の半分以上を占める。
　これらの多くの世帯は，子供が成長し，比較的
広い住宅に，老夫婦のみで居住し，その後配偶者
をなくした単身者が，相対的により広い住宅で独
り暮らしをするというのが，圧倒的である。近年
は，たとえば「移住・住みかえ支援機構」といっ
た機関が設置され，相対的に広い居住面積を求め
る若年者との住居の交換なども推奨されている
が，ほとんど普及していない。
　こういった場合，住居の維持費も相当額になり，
マンションなどを除けば，老朽化したあとの家屋
の修繕費用の積み立ては行われていないのが現状
である。またマンションにおいては，集合住宅で
あるがゆえに，その維持には別の意味の困難が伴
う。
　特に単身となった後の住居の維持は，一戸建て
の場合でも，またマンションの場合でも，それぞ
れに多くの維持費用を要する。一見すると，賃貸
住宅より持家のほうが，保有資産額が大きく見え
るので，賃貸住宅生活者のほうが，生活は苦しく
見えるが，かつてのように地価が上昇し続けるこ
とが普遍的な時代と異なり，事態は逆のように思
われる。
　住宅を所有して，それを資産として維持するこ
とに伴うリスクに備えるほうが，賃貸住宅に住ん
で，住宅保有に伴う諸経費（固定資産税，維持費，
火災保険などの各種保険支出）を支払う場合と，

同等の広さの賃貸住宅で家賃を払い続ける場合と
では，資産運用のリスクを考えて，明らかに賃貸
のほうが利益率は高くなっているのである。
　もちろん以上の議論は，大都市部においても，
場所によって異なる。所有住宅と賃貸住宅の有利
性の比較は，それほど単純ではない。この比較が
困難な点は，交通の利便性，住宅の質などさまざ
まな要因によって異なり，一般論として議論でき
ないだけでなく，資産運用のポートフォリオと考
えて，運用資産を構成する個々の要素のリスクを
判断しなければならない。
　ただ，重要なことは，さきに述べたように，大
都市圏の超高齢化によって，住宅に対する需要の
かなりの減退が見込まれること，さらに，生産年
齢人口の減少によって，通勤者の数も減少するこ
とが見込まれ，交通の不便な地域における住宅需
要が減少する可能性が高いこともほぼ確実であ
る。
　以上の見通しを踏まえれば，過疎地域や地方都
市などは言うまでもなく，人口が密集する大都市
部においてさえ，住宅が資産として機能する可能
性が，次第に低下するということはほぼ確実であ
る。
　このように，資産としての役割が次第に低下す
る可能性の高い住宅を考えた場合，この変化に対
する住居所有者の対応が遅れれば，街づくりとい
う観点からも，行政政策を施行することが困難に
なる。現在しばしば指摘される「空き家住宅問題」
（全国平均で見て既存住宅の約17％，東京だけを
とっても10%を超える）も，こういった背景があ
るものと思われ，これが地域全体の環境の劣化に
影響することも考えられる。
　もちろん以上のような指摘はあくまで一般論で
あり，適切な住宅の質の維持管理，地域コミュニ
ティの努力，交通の利便性の変化など多くの要因
が，この一般論に変化を与える。過去のこういっ
たことに対する配慮だけでなく，今後の住民の努
力も無視できない。
　大都市部においては，地域における住民同士の
コミュニケーションが希薄であることは，多くの
調査によって確かめられており，上記の努力がか
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表3　所有関係別住宅ストック数の国際比較
（単位：千戸）

総計 持家 借家 民営借家 公的借家 公的借家Ⅰ 公的借家Ⅱ
アメリカ（'11） 100.0％ 66.2％ 33.8％ 29.2％ 4.6％ 2.0％ 2.6％

114,907 76,091 38,816 33,533 5,283 2,241 3,042
イギリス（'11） 100.0％ 65.9％ 34.1％ 16.6％ 17.5％ 8.3％ 9.2％

21,787 14,352 7,435 3,620 3,815 1,807 2,008
ドイツ（'10） 100.0％ 45.7％ 54.3％ − − − −

36,089 16,494 19,595
フランス（'06） 100.0％ 57.2％ 42.8％ 19.4％ 17.1％ 15.7％ 1.4％

26,280 15,032 11,248 5,104 4,487 4,126 361
日　本（'08） 100.0％ 61.1％ 35.8％ 26.9％ 6.1％ 4.2％ 1.9％

49,598 30,316 17,770 13,366 3,007 2,089 918

※公的借家・・・各国統計におけるいわゆる「公的借家」の数であり，原則として公的主体が所有・管理する借家をいう。なお，「公的主体」の範
囲は，通常，地方公共団体，公益法人であるが，ドイツ，フランスの場合は組合，株式会社も含まれている。
・アメリカ・・・Ⅰ＝公共住宅，Ⅱ＝連邦（家賃）助成住宅　資料）American Housing Survey 2011
・イギリス・・・Ⅰ＝公営住宅，Ⅱ＝住宅協会　資料）English Housing Survey Housing Stock Summary Statistics Tables, 2011
・ドイツ・・・資料）Statistisches Bundesamt, Statistisches Jahrbuch Deutschland und Internationales 2012
・フランス・・・Ⅰ＝HLMじゅうたく　資料）enquête logement 2006（フランスの統計にはその他を含む。）
・日本・・・Ⅰ公営住宅，Ⅱ＝都市再生機構・公社の借家　資料）総務省「平成20年住宅・土地統計調査」
※日本の総計には所有関係不詳を含む。日本の借家は給与住宅も含む。
出所：国土交通省　http://www.mlit.go.jp/statistics/details/t-jutaku-2_tk_000002.html
図表Ⅰ−1−1−15　住宅市場の国際比較

（資料）日本：住宅・土地統計調査（平成20年）（総務省），住宅着工統計（平成21年）（国土交通省）
アメリカ：Statistical Abstract of the U S 2009
イギリス：コミュニティ・地方政府省（URL http://www.communities.gov.uk/）
（既存住宅流通戸数は，イングランド及びウェールズのみ）
フランス：運輸・設備・観光・海洋省（URL http://www.eqipment.gouv.fr/）
注1）イギリス：住宅取引戸数には新築住宅の取引戸数も含まれるため，「住宅取引戸数」−「新築完工戸数」を既存住宅取引戸数として扱った。ま
た，住宅取引戸数は取引額4万ポンド以上のもの。なお，データ元である調査機関のHMRCは，このしきい値により全体のうちの12％が調査対象から
もれると推計している。
注2）フランス：年間既存住宅流通量として，毎月の既存住宅流通量の年換算値の年間平均値を採用した。
出所：国土交通省［2013］「中古住宅流通促進 中古住宅流通促進・活用に関する研究会（参考資料）」

図1　中古住宅流通シェアの国際比較
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なり難しいという現実を直視する必要があろう。
　以上の考察をふまえれば，今後資産保有者にお
いてさえ，貧困問題が発生する可能性がある。一
般に指摘されている貧困問題としての住宅問題に
加えて，住宅保有者においてさえ，新たな貧困問
題が生じる可能性があるのである。
　この点の根本は表3に示すように，我が国の住
宅が，いわゆる「持ち家」政策によって展開され
てきたことと無縁ではない。ドイツやフランスと
比べて借家比率が低いこと，また公営借家が少な
いことが，超高齢社会における住宅政策の困難さ
を生んでいると言えよう。さらに図1に示すよう
に，中古市場の未発達も，新たな住宅ニーズに対
する対応を困難にしている。
　これまでの本稿の考察では省略したが，いわゆ
る伝統的な住宅にかかわる貧困問題も現存すると
いうことを軽視するつもりはない。とりわけ次の
ような論点は，重視する必要があろう。
　岩田[2012] は，2005年時点で，女性の未婚化，
単身世帯化の実態を調査し，貧困化という問題意
識に基づいて，次のような点を指摘している。ま
ず年齢とともに持ち家（住宅所有者)が増加する
が，55 〜 64歳時点で借家住まいも少なくなく，
未婚者の場合は，全体の25％が借家住まいである。
さらに未婚者で借家住まいでない場合も，住居は
親の所有となる場合がきわめて多く，親との死別
後は，その所有権は兄弟姉妹がいる場合は，すべ
て未婚女性の所有となるとは限らない。夫と離別
した女性の住居の所有関係を見ると，民間賃貸お
よび公営賃貸に住まうものが半分近く（47.3%）
を占める。
　優先順位からすれば，わずかなりとも資産とな
りうる住居を所有する人々よりも，住居を保有し
ない人々の資産（主に金融資産）のほうが少ない
ことが想像されるので，そちらに社会保障政策の
重点が向くことはやむを得ない。
　しかし資産を保有するが，近隣関係も希薄にあ
り，少額の貯蓄と年金とで暮らす人々に対するア
ウトリーチの必要性も無視できないのである。

　5．むすびに代えて－超高齢社会の住宅政策の
課題－

　これまでの常識では，老後，特に超高齢化した
場合の，ケアのあり方は，施設に入所することを
斡旋すること，この必要性を早めに認識した高齢
者に対しては，「サービス付き高齢者住宅」を推
奨することであった。特に単身者に対しては，自
己の住宅でケアを進めるということの必要性は，
やや優先順位が低かったものと思われる。
　しかしながら，この種の発想から生まれること
は，ひたすら施設や入院病床を増加して対応し，
在宅ケアは考えないということであろう。ところ
がこの種の発想では，激増する超高齢者のケアを
維持できるかどうかに疑問が投げかけられてい
る。たとえば，一時，人々のQOLの維持や人権
の保護という趣旨から「バリアフリー」の必要性
が叫ばれたが，現在はこの発想はより進化しつつ
あるように思われる。障害を持つ人々が努力して
も「超えがたいバリア」はなくす必要があるが，
彼・彼女らの努力で超えることができるバリアを
すべて事前に除去することが，果たして望ましい
ことなのかという疑問が投げかけられつつある。
　その典型的な例が，認知症に対する対応である。
初期の認知症の人々を施設に入所させるより，街
づくりに工夫をして，住民ぐるみで街でケアをし
ておくほうが，一見すると危険であると思われる
が，むしろ重症化の予防になり，より人間らしい
街を作ることに寄与するという見解が，次第に世
界の趨勢となりつつある。
　松村[2013]がいうように，住宅政策も，個別の
住宅の提供から街づくりの時代に入っているので
ある。

付記
　本稿は厚生労働科学研究費補助金政策科学総合
研究事業「都市と地方における地域包括ケア提供
体制の在り方に関する総合的研究」（H25−政策
−一般−004　研究代表者　西村周三）の成果の
一部である。
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